
（あて先）

申請者

（担当者名： ）

（連 絡 先： ）

年度

②
12

□

□

□

□

申請理由発生日
（認証日等）

事  業  内  容

※定款等に定めて
いる事業目的

□

□

□

□

□

法人市民税減免申請書

令和 ８年  　月 　　日

その他 :

定款又は寄附行為（法人格を有しない団体は規約等）

役員名簿又は社員10人以上の名簿等

厚木市市税条例第２０条の規定に基づき減免を受けたいので、次のとおり申請します。

令和８年度 税目 法人市民税

①

②

減免を受けようとする法人市民税の均等割額 ③ 50,000 ×

 

平成・令和　　　　年 　　  月 　   日

 

公益社団法人又は公益財団法人で非収益事業のみを行う者であるため

特定非営利活動促進法第２条第２項に規定する法人（ＮＰＯ法人）で、非収
益事業のみを行う者であるため

（事業年度ではありません。）
令和７年４月１日 から 令和８年３月31日

円

均等割算定期間

①で厚木市内に事務所を有していた期間と月数

　　　年　　月　　日 から

　　　年　　月　　日 までの
月

減免を受けようとする算定期間

有 ・ 無

その他 ：

減免を受けよう
とする理由

※該当する理由
にレ印、その他
の場合は理由を

記入

非営利型の法人に該当する、一般社団法人又は一般財団法人であるため

添　付　書　類
（コピー可）

事業報告書(対象期間の活動内容がわかる資料)

※減免申請書の提出期限は、令和８年４月30日（木）厳守です。（消印有効）

法　　人　　番　　号

 所 在 地

 法人名称

 代表者名

 電話番号

法人名称　　　　　

所在地
納税義務者

財務関係書類（収支(活動)計算書・貸借対照表・財産目録　等　）

  厚  木  市  長

月

定款等に定めた
事業年度（決算月）

収益事業の有無


